
宮 城 県 環 境 安 全 管 理 対 策 資 金 融 資 制 度 要 綱

（趣旨）

第１ この要綱は，地球環境の保全及び品質・衛生管理の促進を図るため，中小企業者（中小企業信用

保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条第１項に規定する中小企業者をいう。以下同じ。）が必

要とする資金の融資に関し必要な事項を定めるものとする。

（資金措置）

第２ 県は，この制度を円滑に実施するため，予算で定められた金額を配分計画に基づき，第５に規定

する取扱金融機関に預託するものとする。

２ 県から資金の預託を受けた取扱金融機関は，預託金に対し残高で別に知事が定める協調倍率を乗じ

た額以上の融資を行うものとする。

（融資の対象等）

第３ この要綱に基づく融資の対象は，次のとおりとする。

（１） 環境保全施設整備等

次の各号の一に該当し，かつ，知事が適当と認めたものとする。

① 自動車の排出ガスによる大気汚染の改善を図るため事業用の低公害車を購入又はディーゼ

ル微粒子除去装置等を導入するために必要とする経費

② 地球温暖化防止のため，自然エネルギ－を活用するための施設又はエネルギ－の効率的な

利用を図るための施設を設置するために必要とする経費（ただし，自家消費を目的とするも

のに限る。）

（２） ＩＳＯ・ＨＡＣＣＰ対応

ＩＳＯ１４００１及びＩＳＯ９０００シリ－ズの認証又はＨＡＣＣＰ方式を導入要件とした

総合衛生管理製造過程の承認を取得するために必要とする経費

（融資の条件）

第４ 融資の条件は，次のとおりとする。

（１）貸付限度額 一企業等 ５，０００万円

（２）貸付期間 運転資金 ７年以内（うち据置期間１年以内）

設備資金 ７年以内（うち据置期間１年以内）

（３）貸付利率 ａ 第３第１項の（１）にあっては，

年１．８０％

ただし，環境配慮型経営に係る第三者認証（国際標準化機構（ＩＳ

Ｏ）が定めるＩＳＯ１４００１，環境省が定めるエコアクション２１，

交通エコロジー・モビリティ財団が定めるグリーン経営，みちのく環境

管理規格認証機構が定めるみちのく環境管理規格。以下同じ。）を取得

している中小企業者等及び県実施の女性のチカラを活かす企業認証を取

得している中小企業者等にあっては，０．１０％を減ずるものとする。

この場合，当該認証を重複して取得している場合でも，割引率は最大

０．１０％とする。

ｂ 第３第１項の（２）にあっては，

年１．６０％

ただし，県実施の女性のチカラを活かす企業認証を取得している中

小企業者等にあっては，０．１０％を減ずるものとする。

（４） 信用保証料 原則として宮城県信用保証協会（以下「協会」という。）の信用保証付き



とし，信用保証料は協会所定とする。

（５） 保証人 原則として法人代表者以外不要とする。

（６） 担保 取扱金融機関及び協会所定とする。

（７） 返済方法 原則として月賦均等返済とする。

（取扱金融機関）

第５ 取扱金融機関は，知事と別途覚書を取り交わした金融機関とする。

（融資の手続等）

第６ 融資を受けようとする者は，第３第１項の（１）①及び②に規定する経費については，地球環境

保全に係る事業計画認定申請書（様式第１号又は様式第２号）を知事に提出するものとする。

２ 知事は，前項の規定に基づき提出された申請書の内容が適当と認められるときは，申請者に対し，

地球環境保全に係る事業計画認定書（様式第３号）を交付するものとする。

３ 前項の認定書の有効期間は，交付の日から１年間とする。

４ 融資の申込みは，取扱金融機関に対し，各認証の写し（第４第１項の（３）ａ及びｂただし書に該

当する場合）を添えて，当該金融機関所定の融資申込書により行うものとする。ただし，第３第１項

の（１）①及び②に規定する経費に係る融資申込みにあっては，第２項に規定する認定書を添えて行

うものとする。

（報告及び調査）

第７ 協会は毎月の融資状況について，翌月の２０日までに知事に報告するものとする。

２ 知事は，前項に規定する報告に基づき必要があると認めるときは，職員をして取扱金融機関，協会

及び融資を受けた者について調査させることができる。

（繰上償還）

第８ 知事は，この融資を受けた者が次の各号の一に該当する場合において当該融資した資金の繰上げ

償還の措置をする必要があると認められたときは，その旨を取扱金融機関に指示するものとする。

（１） 融資申込の際に提出された書類に不実の記載があったとき。

（２） 融資を受けた資金を融資対象経費以外に使用したとき。

（３） 前各号に掲げるもののほか，融資の継続が不適当と認める事実があったとき。

（協 議）

第９ この要綱に定めるもののほか，この制度の運用について必要な事項は，知事がその都度取扱金融

機関及び協会と協議して定めるものとする。

（事業実施）

第１０ 各事業年度におけるこの制度の実施に関しては，別途知事と取扱金融機関とが取り交わす覚書

に基づくものとする。

附 則

１ この要綱は，平成５年７月５日から施行し，平成５年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，平成６年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合にも適用する

ものとする。

３ 宮城県公害防止等資金融資制度要綱（昭和５７年４月１日施行）は，廃止する。

４ この要綱の施行前に，宮城県公害防止等資金融資制度要綱に基づいて融資された貸付金については，

同要綱は，この要綱の施行後も，なおその効力を有する。



附 則

１ この要綱は，平成７年５月２９日から施行し，平成７年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

３ この要綱施行の際，現に改正前の宮城県環境保全対策資金融資制度要綱の規定により貸し付けられ

た資金については，なお従前の要綱を適用する。

附 則

１ この要綱は，平成８年１月４日から施行し，平成７年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成９年４月１日から施行し，平成９年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

３ この要綱施行の際，現に改正前の宮城県環境保全対策資金融資制度要綱の規定により貸し付けられ

た資金については，なお従前の要綱を適用する。

附 則

１ この要綱は，平成９年１１月２５日から施行し，平成９年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

３ この要綱施行の際，現に改正前の宮城県環境保全対策資金融資制度要綱の規定により貸し付けられ

た資金については，なお従前の要綱を適用する。

附 則

１ この要綱は，平成１１年４月１日から施行し，平成１１年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成１３年４月１日から施行し，平成１３年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

３ この要綱施行の際，現に改正前の宮城県環境保全対策資金融資制度要綱の規定により貸し付けられ

た資金については，なお従前の例による。

附 則

１ この要綱は，平成１３年１２月１９日から施行し，平成１３年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成１４年４月１日から施行し，平成１４年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。



３ この要綱の施行の際，現に改正前の宮城県環境保全対策資金融資制度要綱の規定により貸し付けら

れた資金については，なお従前の例による。

附 則

１ この要綱は，平成１５年４月１日から施行し，平成１５年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成１５年１１月１日から施行し，平成１５年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成１６年４月１日から施行し，平成１６年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成１７年４月１日から施行し，平成１７年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成１８年４月１日から施行し，平成１８年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成１９年４月１日から施行し，平成１９年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成１９年１０月１日（宮城県信用保証協会での保証申込受付日とする。）から施行

し，平成１９年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２０年４月１日から施行し，平成２０年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２１年４月１日から施行し，平成２１年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも



適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２２年４月１日から施行し，平成２２年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２３年４月１日から施行し，平成２３年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２４年４月１日から施行し，平成２４年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２５年４月１日から施行し，平成２５年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２６年４月１日から施行し，平成２６年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２７年４月１日から施行し，平成２７年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２８年４月１日から施行し，平成２８年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２９年４月１日から施行し，平成２９年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成３０年４月１日から施行し，平成３０年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。



附 則

１ この要綱は，平成３１年４月１日から施行し，平成３１年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

１ この要綱の施行の際，現に改正前の宮城県環境安全管理対策資金融資制度要綱の規定により貸し付

けられた資金については，なお従前の例による。

附 則

１ この要綱は，令和３年１１月１７日から施行し，令和３年度予算に係る資金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該資金に係る予算が成立した場合に，当該資金にも

適用するものとする。

３ この要綱の施行の際，現に改正前の宮城県環境安全管理対策資金融資制度要綱の規定により貸し付

けられた資金については，なお従前の例による。


